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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 54,179 △10.2 74 △95.6 △110 ― △1,615 ―
20年3月期 60,391 △8.7 1,699 △52.6 1,671 △54.0 439 △77.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △7.05 ― △4.1 △0.1 0.1
20年3月期 1.91 ― 1.0 2.6 2.8

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 59,984 37,740 62.9 165.58
20年3月期 61,992 40,877 65.9 178.15

（参考） 自己資本   21年3月期  37,740百万円 20年3月期  40,877百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 1,808 △3,092 1,797 10,142
20年3月期 983 △2,778 △1,159 9,645

2.  配当の状況 

（注）平成22年３月期の配当については、現時点では未定とさせていただきます。（「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」欄をご参照く
ださい。） 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 2.50 ― 2.50 5.00 1,147 261.7 2.7
21年3月期 ― 2.50 ― 1.25 3.75 858 ― 2.1
22年3月期 

（予想） ― ― ― ― ― ―

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

26,200 △5.4 430 500.8 350 ― 70 ― 0.30

通期 52,600 △2.9 1,250 ― 1,100 ― 350 ― 1.53



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、17ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」及び22ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、35ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 239,487,500株 20年3月期 239,487,500株
② 期末自己株式数 21年3月期  11,566,494株 20年3月期  10,041,875株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 2,230 △3.7 1,279 △7.3 1,290 △7.4 949 △27.2
20年3月期 2,316 △10.0 1,380 △10.7 1,395 △9.9 1,305 △10.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 4.15 ―
20年3月期 5.68 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 58,547 41,705 71.2 182.98
20年3月期 57,730 42,101 72.9 183.49

（参考） 自己資本 21年3月期  41,705百万円 20年3月期  42,101百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、３ページ「１．経営成績 （1） 経営成績に関する分析」をご覧ください。 
平成22年３月期の配当予想につきましては、事業環境の先行きが不透明であることから、現時点では未定とさせていただきます。今後の業績等を総合的
に勘案いたしました上で、可能な限り早期に開示する予定であります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

980 △18.3 600 △10.7 580 △14.7 540 △13.3 2.36

通期 1,970 △11.6 1,210 △5.4 1,170 △9.3 1,090 14.7 4.78



(1）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な金融市場の混乱、

急激な円高の進行や株式市場の下落、そして個人消費や設備投資の減少などにより、企業収益は大幅に悪化し、景

気の悪化は急速に進み、極めて厳しい状況となりました。 

 こうした経営環境の下、当社は連結子会社であるフランスベッド株式会社と同じく連結子会社であるフランスベ

ッドメディカルサービス株式会社を、平成21年４月１日をもって、合併することを決議いたしました。この合併に

より、成長分野である介護福祉用具事業に経営資源を集中し、同事業の更なる成長を目指すとともに、家具インテ

リア健康事業の構造改革を進め、同事業の収益力の回復を図ることで、グループ全体の収益力の向上を目指してま

いります。当期におきましては、合併による統合効果の早期顕在化に向けた基盤作りとして、介護福祉用具事業へ

の人員の移動を開始するとともに、人事の融合と企業体質の強化を目的とした新人事制度の構築や合併後の人事・

組織に係る作業、ならびに業務の効率化を目指したシステム統合作業などに着手いたしました。 

 また、各事業会社においては、下記の事業別の概況のとおり、売上及び収益の確保に鋭意努めてまいりました

が、経営環境の急激な悪化を克服するに至りませんでした。 

 この結果、当社グループにおける当連結会計年度の売上高は54,179百万円（前年同期比10.2％減）、営業利益は

74百万円（前年同期比95.6％減）、経常損失は110百万円（前年同期は経常利益1,671百万円）、また当期純損益

は、特別損失に投資有価証券評価損や事業再編に伴う損失を計上したこと、ならびに連結子会社の繰延税金資産を

取り崩したことなどにより1,615百万円の損失（前年同期は当期純利益439百万円）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 なお、当連結会計年度より、従来の「家具インテリア事業」を「家具インテリア健康事業」に名称変更しており

ます。  

(家具インテリア健康事業) 

 家具インテリア健康事業におきましては、個人消費の低迷に加え、当事業と関連の深い新設住宅着工戸数が依

然として低い水準にて推移したことにより、家具需要の量的な伸長は見込めない状況が続きました。さらに、急

激な円高を追い風とした輸入家具の値下げ販売に対し、国内生産品も販売価格を下げざるを得ず、国内メーカー

が利益を確保するには極めて厳しい状況となりました。 

 このような状況のなか、昨年８月に開催した新作展示会では、ベッドフレームをホルムアルデヒドの安全性に

関する社内基準「Ｆ☆☆☆☆（エフ・フォースター）」仕様とした「新アルファーモーニングシリーズ」「新エ

スプリシリーズ」を発表いたしました。同基準は、シックハウス対策として改正建築基準法に定められた規制に

基づき、住環境に対応した社内基準であり、既存の木製ベッドフレーム等につきましても、順次、同仕様への変

更を行ってまいりました。また、電動リクライニングベッドなどの機能商品につきましても、快適な眠りのため

の機能に加え、安全対策機能を備えた商品開発に努めてまいりました。これらの商品開発は、消費者の皆様に安

心して使用していただける付加価値の高い商品を提供するものであり、営業部門においては、「安心・安全・日

本製」を前面に打ち出した販売促進活動を実施し、輸入品との差別化を図ってまいりました。 

 また、高級グレード商品や高付加価値商品の販売拡大に注力する一方、業界初の折りたたみ可能なスプリング

マットレス「ラクネスーパー」の開発や空気圧を利用した足マッサージ器「エアーフットＰＲＯ」の販売など、

下半期以降の市場の急激な変化に対応すべく、低価格商品の開発と販売にも着手し、家具小売店や量販店を中心

に販売促進を強化いたしました。 

 ホテルや施設などの法人需要案件につきましては、景気の悪化とともに、受注内容の見直しや納入時期の先送

りが相次ぎ、第３四半期後半からは受注案件の大半が当期の納入とはならず、売上の計上には至りませんでし

た。 

 以上の結果、家具インテリア健康事業の売上高は26,083百万円（前年同期比15.9％減）、営業損失1,271百万

円（前年同期は営業損失171百万円）となりました。 

(介護福祉用具事業) 

 介護福祉用具事業におきましては、緊急時リリース機能付モーターや座位保持機能を標準装備した「低床ベッ

ド」や機能性の高い「車いす」等の新商品の投入とともに、「手すり」やスロープ等の「移動関連用具」の取引

拡大によるレンタル売上の拡大に注力いたしました。また、安全性確保の観点から、介護ベッドの手すりに生じ

るすき間への身体の挟まりに関する注意喚起を行うとともに、営業職員のモニタリングのレベルアップのための

研修や、福祉用具プランナー資格の取得等の従業員の資質向上によるサービスの質の向上に傾注してまいりまし

た。 

 商品販売におきましては、吸引器をはじめとした在宅医療機器の取引や代理店等に対する「低床ベッド」等の

新商品の販売に注力するとともに、低採算取引の見直しを前年度に引き続き行いました。なお、第３四半期後半

からの施設等の法人向け販売につきましては、設備投資の見直しによる影響が顕著となりました。 

１．経営成績



 また、住宅改修におきましては、介護保険外の一般リフォーム取引の拡大とともに利益率の改善に努めました

が、商品販売と同様に支出抑制の影響を受け、大型案件が減少いたしました。 

 なお、大都市マーケットでの取引の拡大等を目的に営業拠点の見直しを行い、昨年９月には世田谷営業所（東

京都）を新設する一方で、つくば営業所（茨城県）と伊賀営業所（三重県）の２営業所の閉鎖・統合を行いまし

た。また、練馬営業所、六本木営業所（東京都）、西宮営業所（兵庫県）及び同営業所に併設の阪神サービスセ

ンターの本年４月の新設をはじめ、営業及び物流拠点の強化、整備を進めております。 

 また、本年４月１日付でのフランスベッド株式会社とフランスベッドメディカルサービス株式会社との円滑な

合併に向け、レンタル利用者や取引先等への事前通知や各営業拠点の介護サービス事業者の新規申請等の事務手

続きをはじめとした合併以降の体制整備を実施するとともに、本年３月20日に改正が公示された在宅用電動介護

用ベッドのＪＩＳ（日本工業規格）に適合した新製品の本年６月からの展開に向けた準備を進めてまいりまし

た。 

 以上の結果、介護福祉用具事業の売上高は22,977百万円（前年同期比1.3％減）、営業利益は1,247百万円（前

年同期比18.9％減）となりました。 

(不動産賃貸事業) 

 当社グループでは、グループ各社が保有する不動産を各社の事業展開に応じて利用しており、当期において

は、このグループ会社間の不動産賃貸売上高である当事業のセグメント間の内部売上高は258百万円（前年同

期比9.0％増）となりました。また、一部の不動産につきましては外部に賃貸を行っており、この外部顧客に

対する売上高は146百万円（前年同期比18.6％減）となりました。 

 以上の結果、不動産賃貸事業の営業利益は252百万円（前年同期比3.8％減）となりました。 

(その他事業) 

 戸別訪問販売事業においては、信販会社の個品割賦における規制の影響に加え、中高級品の消費が低迷した

ことにより、減収減益となりました。 

 一方、日用品雑貨販売事業におきましては、店舗のスクラップ・アンド・ビルドの継続により、不採算店舗

の撤退を加速し、収益の改善に努めてまいりました。 

 以上の結果、その他事業の売上高は4,971百万円（前年同期比15.7％減）、営業損失は262百万円（前年同期

は営業損失23百万円）となりました 

② 次期の見通し 

 次期の見通しにつきましては、世界の金融市場の先行きが不透明なことなどから、依然として国内経済は景気

の減速が続くものと予想しております。 

 このような状況の中、当社グループでは、介護福祉用具事業においては高齢者人口の増加が続くことから、積極

的な事業展開を行っておりますが、家具インテリア健康事業においては、円高の影響を受けた輸入品の国内市場へ

の増加は続き、それに伴う価格競争はより一層激化することが予測され、厳しい経営環境が続くものと予想してお

ります。 

 以上のことから、次期につきましては連結売上高52,600百万円、連結営業利益1,250百万円、連結経常利益1,100

百万円、連結当期純利益350百万円を予想しております。 

  

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期末」という。）と比較して2,008百万円減少し

59,984百万円となりました。流動資産は前期末と比較して1,747百万円減少し32,266百万円となりました。主な増

減として、減少については売上高の減少に伴う受取手形及び売掛金1,674百万円、有価証券998百万円、たな卸資産

665百万円などであり、増加については現金及び預金1,802百万円などであります。 

 固定資産は前期末と比較して282百万円減少し27,696百万円となりました。主な増減として、減少については投

資その他の資産956百万円であり、増加については有形固定資産の増加618百万円などであります。 

 負債は、前期末と比較して1,128百万円増加し22,243百万円となりました。主な増減として、減少については支

払手形及び買掛金等減少による流動負債1,333百万円などであり、増加については社債及び長期借入金等の増加に

よる固定負債2,461百万円などであります。 

純資産は、前期末と比較して3,136百万円減少し37,740百万円となりました。主な要因としては、当期純損失

1,615百万円、剰余金の配当1,147百万円、自己株式の取得199百万円などであります。 

以上の結果、自己資本比率は、前期末の65.9％から62.9％に減少いたしました。 



② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度（以下「当期」という。）のキャッシュ・フローの状況は、現金及び現金同等物残高が期首と比

較して497百万円増加し10,142百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次の通りであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、1,808百万円の収入となりました。主な要因として、税金等調

整前当期純損失683百万円、仕入債務の減少1,692百万円、法人税等の支払646百万円などの支出に対し、売掛債

権の減少1,666百万円やたな卸資産の減少626百万円、非資金項目である減価償却費2,054百万円、投資有価証券

評価損314百万円の計上などによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、3,092百万円の支出超過となりました。主な要因は、有形固定資産の

取得による支出2,790百万円などによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,797百万円の収入となりました。主な要因として、配当金の支払

1,146百万円、自己株式の取得199百万円などの支出に対し、社債の発行1,528百万円、長期借入450百万円、セ

ール・アンド・リースバックによる収入1,431百万円などの収入によるものであります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

(注) １ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２ 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

３ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

４ 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主価値を最大化していくために、株主に対する利益還元を重要な経営政策のひとつとして位置づけて

おり、安定的な配当の継続に努めることを基本方針としております。 

 しかしながら、当期に関しては、業績の悪化及び更なる市場動向の厳しさが予想されることから、当期の配当に

つきましては１株当たり3.75円（前期５円）を予定しております。また、次期の配当につきましては、事業環境の

先行きが不透明であることから、現時点では未定とさせていただきます。今後の業績等を総合的に勘案いたしまし

た上で、可能な限り早期に開示する予定であります。 

(4）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあり

ます。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

① 当社グループの事業環境について 

ａ 当社グループがおこなっている家具インテリア健康事業の取引先が属する市場は、景気動向、地価動向及び住

宅税制等の影響を比較的受け易い傾向にあります。従って、景気の低迷による所得の減少、市場金利の上昇、地

価上昇及び住宅税制の課税強化等により、同市場の需要が減少した場合には、売上高が減少し、取扱製商品の販

  平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率(％)  61.7  63.6  65.9  62.9

時価ベースの自己資本比率(％)  99.9  83.7  49.5  49.7

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年)  1.3  1.9  5.4  4.7

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍)  50.9  29.3  9.7  16.9



売価格が下落する等により利幅が縮小する可能性がある他、取引先の経営状態の悪化や、貸倒れの発生等により当

社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

ｂ 当社グループがおこなっている介護福祉用具事業は、介護保険制度に大きく依存しております。従って、この

介護保険制度の改定等がおこなわれた場合には売上高が減少し、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす

可能性があります。 

ｃ 当社グループがおこなっているその他事業の内、戸別訪問販売事業は、法律の規制を受ける事業であるため、

関係法律の改定等がおこなわれた場合には売上高が減少し、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能

性があります。また、日用品雑貨販売事業は、消費者の感性やファッション性、プライスライン及び店舗環境等

により、業績が左右されるため、当社グループが市場の変化を十分に予測できず、魅力ある商品を提供できない

場合には売上高が減少し、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

② 製品の欠陥について 

 当社グループは各工場において、ＪＩＳ規格及び同規格よりも厳しい独自の品質基準に基づくＦＥＳ規格

(FRANCEBED ENGINEERING STANDARDS)に則して各種の製品を製造しております。 

 しかし、すべての製品について欠陥が発生しないという保証はありません。また、当社グループは製造物責任賠

償に係る保険に加入しておりますが、この保険が最終的に負担する賠償額を十分にカバーできるという保証はあり

ませんし、引き続きこのような保険に加入できるとは限りません。 

 万一製品の欠陥を生じ、当社グループが賠償責任を負う場合、また顧客の安全のために大規模なリコールを実施

した場合等においては、多額のコストを発生することとなり、さらに製品に対する評価を大幅に低下させ、ブラン

ドを毀損した場合には、売上高が減少し、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 個人情報漏洩等について 

 当社グループは、事業の特性上大量の顧客情報等の個人情報を取扱っており、個人情報保護には特に配慮して対

策を進め事業活動をおこなっておりますが、万一個人情報の漏洩があれば、法的責任を負う可能性がある他、信用

を大きく毀損することとなり、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

④ 信用について 

 当社グループは様々な営業取引をおこなっており、取引先の信用悪化や経営破綻等による損失が発生する信用リ

スクを負っております。 

 従って、当該リスクを管理するために、取引先毎に取引限度額や代金決済方法等を定め、更に債権保全委員会を

設置して機動的な運営をおこなっております。 

 しかし、このリスクを全て排除することは困難でありますので、取引先の信用悪化や経営破綻等があれば当社グ

ループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑤ 為替変動等について 

 当社グループは原材料及び取扱製商品の輸出入取引をおこなっており、それらに係る外貨建金銭債権債務(外貨

建予定取引を含む。)について、為替相場の変動リスクを有しております。そのため当社グループは、為替相場の

変動によるリスクをヘッジする目的でデリバティブ取引をおこなっておりますが、間接的な影響を含め、これをす

べて排除することは困難であります。従って、為替相場の変動が当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可

能性があります。 

 また、当社グループの輸出入取引は、アジア・ヨーロッパを中心とした複数の国々とおこなっており、今後もそ

の取引は継続されます。従って、各国の経済情勢の変化及び災害の発生等に伴う輸出入環境の変化が当社グループ

の業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。  



 当社の企業集団は、当社と子会社９社で構成され、家具インテリア健康事業、介護福祉用具事業、不動産賃貸事業、

その他事業を主な事業内容としております。 

 当社グループの事業に係る位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

 なお、セグメント情報における事業の種類別セグメントの区分は下記の区分と同一であります。 

 また、当連結会計年度より、従来の「家具インテリア事業」を「家具インテリア健康事業」に名称変更しておりま

す。 

(注) ㈱エフビー友の会は、子会社フランスベッド販売㈱の子会社で同社が販売する商品の前払式特定取引契約による友

の会会員を募集し、当該会員に対する商品の販売斡旋をおこなっております。 

２．企業集団の状況

事業区分 主な事業内容 主要な会社 

家具インテリア健康事業 ベッド・家具類・寝装品等の製造・仕

入及び卸売 

フランスベッド㈱ 

東京ベッド㈱ 

フランスベッドファニチャー㈱ 

France bed International (Thailand) Co.,Ltd. 

介護福祉用具事業 療養ベッド・福祉用具・リネン等の製

造・仕入、レンタル・小売及び卸売 

フランスベッドメディカルサービス㈱ 

フランスベッド㈱ 

韓国フランスベッド㈱ 

不動産賃貸事業 不動産の賃貸  フランスベッド㈱ 

フランスベッドメディカルサービス㈱ 

東京ベッド㈱ 

フランスベッドファニチャー㈱ 

その他事業 装身具・日用品雑貨・健康機器等の仕

入及び小売、広告・展示会設営 

フランスベッド販売㈱ 

㈱エフビー友の会 

㈱アドセンター 



 事業の系統図の概要は次のとおりであります。なお、取引関係については、主要なもののみ記載しております。 

(事業系統図) 

 
  

(注) 上記系統図は平成21年３月31日現在の状況であります。なお、フランスベッドメディカルサービス㈱は平成21

年４月１日を合併期日としてフランスベッド㈱と合併し、消滅しております。 



(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、「創造と革新により『豊かさとやさしさ』のある暮らしの実現に貢献するヒューマンカンパニー

を目指す」を経営理念に掲げ、消費者にご満足いただける付加価値の高い新商品・新サービスの提供に努めてまいり

ます。 

 また、グループ各社が持つ経営資源をより一層効率的に活用することにより、グループ総合力の強化に努め、企業

価値の向上を目指してまいります。 

(2）会社の対処すべき課題 

今後のわが国経済は、企業収益の悪化に伴う設備投資の落ち込み、雇用・所得環境の悪化による個人消費の低迷

などから、景気の後退局面が長引くことが予想されており、当社グループを取り巻く経営環境は更に厳しさを増す

ことが想定されます。 

この厳しい経営環境の変化に対応すべく、当社グループの中核事業会社であるフランスベッド株式会社とフラン

スベッドメディカルサービス株式会社は、本年４月１日をもって合併をいたしました。 

合併後のフランスベッド株式会社が新たに取り組む事項は次のとおりです。 

① 「レンタル＋リユース（再使用）」事業の構築 

これまでの「モノを作って、販売する」という製品販売を前提とした事業から、合併後は「モノを作ってレン

タルし、レンタル品を回収後は、速やかにリユース（再使用）を行う」スタイルへの転換を図ります。これから

の消費の価値は「所有」から「使用」へと変わりつつあり、当事業を新たなビジネスモデルとして構築してまい

ります。 

この新たなビジネスモデルを具現化するために、今後は、主にベッド等のインテリア製品の卸売業を営むイン

テリア健康事業本部においても、フランスベッドメディカルサービス株式会社が培ったノウハウを活用し、レン

タル事業に取り組んでまいります。家具レンタル事業の対象は、一般消費者に留まらず、法人ユーザーをも含

み、特に、マンションデベロッパーやハウジングメーカーに対してはモデルルーム等へのベッド・家具のレンタ

ルを行うとともに、賃貸マンション事業者へは賃貸物件に相応しいコーディネートされたベッド、家具を提案

し、当該家具のレンタルを行ってまいります。 

また、ホテル・病院向けの法人営業を行う法人施設事業本部におきまして、既存の取引先である旅館・ホテル

営業者に対し、レンタル対象商品を福祉用具等に限定することなく、宿泊施設のお客様のニーズに応えた商品を

新たに開発し、レンタルでの利用を提案してまいります。さらに、特別養護老人ホームや病院へは、レンタルか

ら回収された福祉用具にメンテナンスを施した後、リユース商品として販売してまいります。 

一方、介護サービス事業を営むメディカルサービス事業本部においては、これまで介護保険適用商品のレンタ

ルが主流でありましたが、今後は介護保険適用外の商品やサービスの開発も積極的に行ってまいります。 

② 高齢社会に対応した、高齢者向け商品、サービスの開発、及び販売チャネルの新規開拓 

  高齢社会に対応した、新たな需要を創造する高齢者向け商品やサービスの開発を積極的に行ってまいります。

また今後は、特別養護老人ホームや病院などにも高齢者向け商品の販売とレンタルの促進を図るともに、新たな

販売チャネルとして、地域電器店を開拓してまいります。当社の高齢者向けの商品は電気製品に近いものが多

く、地域電器店の方には興味を持っていただける商品と考えており、地域に密着したきめ細かいサービスを特徴

とし、地域の高齢者顧客を有する地域電器店に対し、積極的にアプローチしてまいります。 

なお、在宅用電動介護用ベッドについては、昨今、使用中における事故が少なからず発生しており、ベッドの

サイドレールや手すりとのすき間に頭や首を挟みこみ、死傷するといった重大な事故の発生が複数件数、経済産業

省に報告されました。同省では、これらの事故報告を受け、これまでの在宅用電動介護用ベッドに係るＪＩＳ（日

本工業規格）については、安全性確保のためにサイドレールや手すりなどのすき間等に関する要求事項を新たに追

加した当該ＪＩＳの改正を行い、本年３月20日に公示いたしました。 

当社グループでは、新ＪＩＳマーク取得製品への買い替え需要に応えるべく、新規格に適合した製品の本年６

月からの展開に向けた準備を進めております。今後は各レンタル事業者への営業を強化し、販売の拡大に繋げてま

いります。   

  

(3）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。 

   

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,181 7,983

受取手形及び売掛金 11,777 10,103

有価証券 3,498 2,499

たな卸資産 10,360 －

商品及び製品 － 7,673

仕掛品 － 173

原材料及び貯蔵品 － 1,847

繰延税金資産 884 853

その他 1,362 1,186

貸倒引当金 △50 △53

流動資産合計 34,013 32,266

固定資産   

有形固定資産   

賃貸用資産 3,664 3,645

減価償却累計額 △2,218 △2,116

賃貸用資産（純額） 1,446 1,528

建物及び構築物 ※2  15,557 15,567

減価償却累計額 △10,036 ※1  △10,493

建物及び構築物（純額） ※2  5,520 5,073

機械装置及び運搬具 7,159 7,045

減価償却累計額 △6,093 ※1  △6,128

機械装置及び運搬具（純額） 1,065 917

工具、器具及び備品 1,881 1,940

減価償却累計額 △1,501 ※1  △1,590

工具、器具及び備品（純額） 379 349

土地 ※2  6,522 6,523

リース資産 － 1,418

減価償却累計額 － △253

リース資産（純額） － 1,164

建設仮勘定 48 43

有形固定資産合計 14,982 15,600

無形固定資産   

ソフトウエア 387 339

その他 29 132

無形固定資産合計 417 472

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  1,658 ※2  1,346

長期貸付金 48 47

繰延税金資産 2,527 2,461

前払年金費用 5,820 5,590

その他 2,703 2,356

貸倒引当金 △178 △179

投資その他の資産合計 12,579 11,623

固定資産合計 27,978 27,696



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

繰延資産   

社債発行費 － 21

繰延資産合計 － 21

資産合計 61,992 59,984

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,709 4,996

ファクタリング未払金 1,305 1,262

短期借入金 5,277 5,283

1年内返済予定の長期借入金 ※2  48 －

リース債務 － 526

未払法人税等 362 353

未払消費税等 54 58

繰延税金負債 0 0

賞与引当金 1,278 1,159

役員賞与引当金 35 12

部品交換損失引当金 143 102

事業再編損失引当金 － 128

その他 2,644 2,641

流動負債合計 17,860 16,526

固定負債   

社債 － 1,550

長期借入金 － 450

リース債務 － 849

繰延税金負債 2 0

退職給付引当金 2,550 2,250

役員退職慰労引当金 465 403

偶発損失引当金 － 7

その他 236 204

固定負債合計 3,255 5,717

負債合計 21,115 22,243

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,000 3,000

資本剰余金 5,117 5,116

利益剰余金 35,585 32,823

自己株式 △2,952 △3,150

株主資本合計 40,751 37,789

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 95 △112

繰延ヘッジ損益 15 △0

為替換算調整勘定 15 63

評価・換算差額等合計 126 △48

純資産合計 40,877 37,740

負債純資産合計 61,992 59,984



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 60,391 54,179

売上原価 ※2  34,107 ※2, ※10  30,683

売上総利益 26,284 23,495

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  24,584 ※1, ※2  23,421

営業利益 1,699 74

営業外収益   

受取利息 50 39

受取配当金 32 39

仕入割引 － 25

生命保険配当金 － 34

会員積立金清算益 51 －

その他 181 100

営業外収益合計 315 239

営業外費用   

支払利息 100 112

売上割引 62 53

支払手数料 39 －

為替差損 64 147

その他 76 110

営業外費用合計 343 424

経常利益又は経常損失（△） 1,671 △110

特別利益   

前期損益修正益 65 ※3  49

固定資産売却益 ※4  803 ※4  130

受取補償金 － 111

その他 3 －

特別利益合計 872 291

特別損失   

前期損益修正損 21 19

固定資産売却損 ※5  2 ※5  1

固定資産除却損 ※6  85 ※6  51

減損損失 － ※9  205

投資有価証券売却損 0 －

投資有価証券評価損 539 314

部品交換損失 ※7  151 －

たな卸資産評価損 － 31

事業再編損 － ※8  220

偶発損失引当金繰入額 － 7

その他 39 12

特別損失合計 840 864

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

1,704 △683

法人税、住民税及び事業税 1,015 761

法人税等調整額 249 169

法人税等合計 1,265 931

当期純利益又は当期純損失（△） 439 △1,615



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,000 3,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,000 3,000

資本剰余金   

前期末残高 5,117 5,117

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 5,117 5,116

利益剰余金   

前期末残高 36,293 35,585

当期変動額   

剰余金の配当 △1,147 △1,147

当期純利益又は当期純損失（△） 439 △1,615

当期変動額合計 △707 △2,762

当期末残高 35,585 32,823

自己株式   

前期末残高 △2,950 △2,952

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △199

自己株式の処分 0 1

当期変動額合計 △1 △198

当期末残高 △2,952 △3,150

株主資本合計   

前期末残高 41,460 40,751

当期変動額   

剰余金の配当 △1,147 △1,147

当期純利益又は当期純損失（△） 439 △1,615

自己株式の取得 △1 △199

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △709 △2,961

当期末残高 40,751 37,789



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 198 95

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △103 △207

当期変動額合計 △103 △207

当期末残高 95 △112

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △2 15

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 18 △15

当期変動額合計 18 △15

当期末残高 15 △0

為替換算調整勘定   

前期末残高 12 15

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2 48

当期変動額合計 2 48

当期末残高 15 63

評価・換算差額等合計   

前期末残高 208 126

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △82 △174

当期変動額合計 △82 △174

当期末残高 126 △48

純資産合計   

前期末残高 41,669 40,877

当期変動額   

剰余金の配当 △1,147 △1,147

当期純利益又は当期純損失（△） 439 △1,615

自己株式の取得 △1 △199

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △82 △174

当期変動額合計 △792 △3,136

当期末残高 40,877 37,740



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

1,704 △683

減価償却費 1,810 2,054

減損損失 － 205

固定資産売却損益（△は益） △803 △128

固定資産除却損 － 50

固定資産売却損・除却損 70 －

投資有価証券売却損益（△は益） 0 －

投資有価証券評価損益（△は益） 539 314

貸倒引当金の増減額（△は減少） 21 3

賞与引当金の増減額（△は減少） △122 △119

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △52 △23

部品交換損失引当金の増減額（△は減少） 143 △41

退職給付引当金の増減額（△は減少） － △299

前払年金費用の増減額（△は増加） － 229

退職給付引当金・前払年金費用の増減額 △845 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 17 △62

受取利息及び受取配当金 △82 △79

支払利息 100 112

為替差損益（△は益） 60 103

売上債権の増減額（△は増加） 1,415 1,666

たな卸資産の増減額（△は増加） △6 626

仕入債務の増減額（△は減少） △1,333 △1,692

ファクタリング未払金の増減額（△は減少） △27 △42

未払費用の増減額（△は減少） △83 69

未払又は未収消費税等の増減額 △5 －

その他 △113 217

小計 2,409 2,482

利息及び配当金の受取額 81 79

利息の支払額 △101 △106

法人税等の支払額 △1,405 △646

営業活動によるキャッシュ・フロー 983 1,808



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △319 △54

定期預金の払戻による収入 － 48

有価証券の売却による収入 1 －

有形固定資産の取得による支出 △2,924 △2,790

有形固定資産の売却による収入 1,151 158

投資有価証券の取得による支出 △586 △274

投資有価証券の売却による収入 0 －

貸付けによる支出 △22 △8

貸付金の回収による収入 21 12

その他 △99 △183

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,778 △3,092

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 245 112

短期借入金の返済による支出 △77 △100

長期借入れによる収入 － 450

長期借入金の返済による支出 △180 △48

社債の発行による収入 － 1,528

自己株式の売却による収入 0 0

自己株式の取得による支出 △1 △199

セール・アンド・リースバックによる収入 － 1,431

リース債務の返済による支出 － △231

配当金の支払額 △1,144 △1,146

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,159 1,797

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6 △15

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,960 497

現金及び現金同等物の期首残高 12,605 9,645

現金及び現金同等物の期末残高 ※  9,645 ※  10,142



 該当事項はありません。 

  

   

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結の範囲に含めております。  

(1) 連結子会社の数 ９社 

連結子会社名 

フランスベッド㈱、フランスベッドメディカルサー

ビス㈱、フランスベッドファニチャー㈱、フランス

ベッド販売㈱、㈱エフビー友の会、東京ベッド㈱、

韓国フランスベッド㈱、France bed International 

(Thailand) Co.,Ltd.、㈱アドセンター 

１ 連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結の範囲に含めております。  

(1) 連結子会社の数 ９社 

連結子会社名 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

該当はありません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日

と一致しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ａ 満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ａ    ――――――――― 

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定) 

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

時価法 

②     ―――――――――― 

  

③ たな卸資産 

ａ 商品、製品、仕掛品 

主として先入先出法による原価法 

③ たな卸資産 

ａ 商品、製品、仕掛品 

主として先入先出法による原価法（貸借対照表

価額につきましては収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法） 

ｂ 原材料、貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

ｂ 原材料、貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額

につきましては収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法） 

(会計方針の変更) 

通常の販売目的で保有する商品、製品及び仕掛品につい

ては、従来、主として先入先出法による原価法、原材料

及び貯蔵品については、最終仕入原価法による原価法に

よっておりましたが、当連結会計年度より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号 平成18年

７月５日公表分)が適用されたことに伴い、商品、製品 



  

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

  及び仕掛品については、主として先入先出法による原価

法（貸借対照表価額につきましては収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）、原材料及び貯蔵品については、

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額につきま 

しては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により 

算定しております。 

これにより、売上総利益及び営業利益は68百万円減少、

経常損失は68百万円増加、税金等調整前当期純損失は100

百万円増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。  

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

 賃貸用資産      ３～10年 

 建物及び構築物    ３～50年 

 機械装置及び運搬具  ３～15年 

 工具、器具及び備品  ２～20年 

賃貸用資産のうち、取得価額が20万円未満の少額

賃貸資産については、一括償却資産として３年間

で均等償却しております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

 賃貸用資産      ３～10年 

 建物及び構築物    ３～50年 

 機械装置及び運搬具  ２～13年 

 工具、器具及び備品  ２～20年 

賃貸用資産のうち、取得価額が20万円未満の少額

賃貸資産については、一括償却資産として３年間

で均等償却しております。 

(会計方針の変更) 

従来、有形固定資産の減価償却の方法は連結財務諸表提

出会社及び国内連結子会社は定率法（ただし、平成10年

４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く。）に

ついては定額法、ならびに取得価額が20万円未満の少額

賃貸資産については、一括償却資産として３年間で均等

償却）を採用しておりましたが、当連結会計年度から上

記少額賃貸資産を除いたすべての有形固定資産について

定額法に変更いたしました。 

この変更は、当連結会計年度に策定された「中期経営計

画」を遂行するにあたって、マーケットを見据えた事業

への転換を図るため近年に実施したショールームや介護

ショップ等への積極的な設備投資や、他の有形固定資産

の使用状況を精査した結果、利用度は全般的に長期かつ

安定的に推移する見通しであり、設備投資の効果や収益

への貢献度合いも長期かつ安定的に発現すると見込まれ

るため、使用可能期間にわたり取得原価を均等に期間配

分することにより、より適切な費用と収益の対応を図

り、経営実態をより的確に反映するために行ったもので

あります。 

また、この変更にあわせて、当連結会計年度より、平成

19年４月１日以降に取得した少額賃貸資産を除いたすべ

ての有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法（定額法）に変更しております。  



  

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

この結果、従来の方法に比較して、減価償却費が292百万

円減少し、売上総利益は173百万円、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ281百万円増加し

ております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。   

  

(追加情報)  

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は、法人税法

改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。 

この結果、従来の方法に比較して、減価償却費が65百万

円増加し、売上総利益は45百万円、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ59百万円減少し

ております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。  

(追加情報)  

国内連結子会社の機械装置については、従来、耐用年数

を３年～15年としておりましたが、当連結会計年度より

２年～13年に変更しております。 

これは、平成20年度の税制改正を契機に耐用年数を見直

したことによるものであります。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。 

② 無形固定資産(リース資産を除く) 

同左 

③     ――――――――――    ③ リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。  

④ 長期前払費用 

均等償却しております。 

④ 長期前払費用 

同左 



  

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

国内連結子会社は売掛金等の債権の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

また、一部の在外連結子会社は、貸倒見積額を計

上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は従業

員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支

給見込額の当連結会計年度負担額を計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

同左 

③ 役員賞与引当金  

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は役員

賞与の支出に備えるため、当連結会計年度におけ

る支給見込額に基づき計上しております。 

③ 役員賞与引当金  

同左 

④ 退職給付引当金 

国内連結子会社は従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末に

おいて発生していると認められる額を計上してお

ります。 

なお、数理計算上の差異については、各連結会計

年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(主として10年)による定額法により、

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理して

おります。 

④ 退職給付引当金 

同左 

⑤ 役員退職慰労引当金 

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は役員

の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく

連結会計年度末要支給額を計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑥ 部品交換損失引当金 

当連結会計年度に部品の不具合による交換が発生

した為、その損失に備え、当連結会計年度末現在

の将来交換見込台数に係る費用見積額を計上して

おります。 

⑥ 部品交換損失引当金 

部品の不具合による交換費用の支出に備え、当連

結会計年度末現在の将来交換見込台数に係る費用

見積額を計上しております。  

⑦     ―――――――――― ⑦ 事業再編損失引当金 

当連結会計年度中に決定した当社グループの事業

再編に伴う損失に備えるため、当連結会計年度末

において発生していると合理的に見込まれる損失

見積額を計上しております。 

⑧     ―――――――――― ⑧ 偶発損失引当金 

将来発生する可能性のある偶発事象に対し、必要

と認められる損失額を合理的に見積り計上してお

ります。  



  

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計

上しております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準 

同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5)           ―――――――――― 

  

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予

約等が付されている外貨建金銭債権債務等につい

ては、振当処理を行っております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段 

デリバティブ取引（通貨オプション取引及び為

替予約取引） 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段 

同左 

ｂ ヘッジ対象 

為替の変動リスクにさらされている外貨建金銭

債権債務(外貨建予定取引を含む。) 

ｂ ヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

主に原材料及び商品の輸入取引に係る為替の変動

リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行

っております。 

デリバティブ取引を行うにあたっては、予定取引

額を限度とし、一定のヘッジ比率以上を維持する

よう管理しております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

ａ 事前テスト 

「市場リスク管理規程」及び「リスク管理要

領」に従ったものであることを検証します。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

ａ 事前テスト 

同左 

ｂ 事後テスト 

外貨建取引における為替の変動リスクに対し

て、相場変動及びキャッシュ・フローの変動が

回避されたか否かを検証します。 

ｂ 事後テスト 

同左 

(7)           ―――――――――― (7) 繰延資産の処理方法 

社債発行費の処理方法は、社債の償還期間にわたり

定額法により償却しております。  



  

  

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を

採用しております。 

なお、固定資産に係わる控除対象外消費税等は当

連結会計年度の負担すべき期間費用として処理し

ております。 

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評

価法によっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値変動について僅少なリスクしか

負わない取引日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。 

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

―――――――――― (リース取引に関する会計基準) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する

会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企

業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正) )及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士

協会 会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))を適

用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用して

おります。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

―――――――――― (連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い) 

当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 



  

表示方法の変更

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

―――――――――― 

  

(連結貸借対照表) 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣

府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度

において、「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。 

なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それ

ぞれ8,228百万円、232百万円、1,898百万円でありま

す。  

(連結損益計算書) 

前連結会計年度では区分掲記しておりました「受取保険

金」（当連結会計年度21百万円）及び「生命保険配当

金」（当連結会計年度30百万円）は営業外収益の100分の

10以下となったため、営業外収益の「その他」に含めて

表示することに変更しております。 

「会員積立金清算益」は営業外収益の100分の10を超えた

ため区分掲記しております。なお、前連結会計年度では

営業外収益の「その他」に23百万円が含まれておりま

す。 

「為替差損」は営業外費用の100分の10を超えたため区分

掲記しております。なお、前連結会計年度では営業外費

用の「その他」に４百万円が含まれております。 

(連結損益計算書) 

前連結会計年度では区分掲記しておりました「会員積立

金清算益」（当連結会計年度12百万円）は、営業外収益

の100分の10以下となったため、営業外収益の「その他」

に含めて表示することに変更しております。 

前連結会計年度では区分掲記しておりました「支払手数

料」（当連結会計年度38百万円）は、営業外費用の100分

の10以下となったため、営業外費用の「その他」に含め

て表示することに変更しております。 

前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含め

ておりました「仕入割引」及び「生命保険配当金」は、

営業外収益の100分の10を超えたため、当連結会計年度よ

り区分掲記しております。なお、前連結会計年度の営業

外収益の「その他」に含まれる「仕入割引」及び「生命

保険配当金」はそれぞれ31百万円、30百万円でありま

す。 

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

営業活動によるキャッシュ・フローの「為替差損益」

は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示しており

ましたが、金額的重要性が増したため区分掲記しており

ます。なお、前連結会計年度の「その他」に含まれてい

る「為替差損益」は１百万円であります。 

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・

フローの「退職給付引当金・前払年金費用の増減額」と

して掲記されていたものは、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ

導入に伴い連結財務諸表の比較可能性を向上するため、

当連結会計年度より「退職給付引当金の増減額（△は減

少）」「前払年金費用の増減額（△は増加）」に区分し

て掲記しております。なお、前連結会計年度の「退職給

付引当金の増減額（△は減少）」「前払年金費用の増減

額（△は増加）」はそれぞれ△481百万円、△364百万円

であります。 

前連結会計年度では区分掲記しておりました営業活動に

よるキャッシュ・フローの「未払又は未収消費税等の増

減額」（当連結会計年度△４百万円）は、重要性が減少

したため、当連結会計年度より営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示することに変更し

ております。 



  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

 １      ―――――――――― ※１ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。  

※２ 債務の担保に供している資産 ※２ 債務の担保に供している資産 

建物及び構築物 142百万円

土地 29 〃 

投資有価証券  96 〃 

 計  268百万円

投資有価証券 53百万円

上記に対する債務 上記に対する債務 

１年内返済予定の長期借入金 28百万円 買掛金 ―百万円

 ３ 偶発債務 

従業員の金融機関からの借入金に対し債務保証を行

っております。 

 ３ 偶発債務 

従業員の金融機関からの借入金に対し債務保証を行

っております。 

  81百万円    66百万円 

 ４ 連結財務諸表提出会社は、機動的かつ安定的な資金

調達による資金効率の向上と、有利子負債の圧縮等

による財務体質の強化を図ることを目的として、取

引銀行11行とシンジケート方式によるコミットメン

トライン契約を締結しております。なお、当連結会

計年度末における貸出コミットメントに係る借入未

実行残高等は次のとおりであります。 

 ４ 連結財務諸表提出会社は、機動的かつ安定的な資金

調達による資金効率の向上と、有利子負債の圧縮等

による財務体質の強化を図ることを目的として、取

引銀行８行とシンジケート方式によるコミットメン

トライン契約を締結しております。なお、当連結会

計年度末における貸出コミットメントに係る借入未

実行残高等は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 5,000百万円

借入実行残高 ― 〃 

 差引額 5,000百万円

（財務制限条項） 

上記コミットメントライン契約には、以下の財務

制限条項が付されており、当連結会計年度末にお

いて、①の条項に抵触しております。 

 上記のとおり借入は実行しておりませんが、今後

追加的に費用が発生する可能性があります。 

① 連結会計年度末における連結損益計算書の経

  常損益を損失としないこと。 

② 連結会計年度末における連結自己資本を、前

連結会計年度末の連結自己資本の70％以上に維

持すること。 

貸出コミットメントの総額 4,700百万円

借入実行残高 ― 〃 

 差引額 4,700百万円



  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

 運賃保管料 2,576百万円 

 貸倒引当金繰入額 61 〃 

 従業員給与賞与 10,176 〃 

 賞与引当金繰入額 1,000 〃 

 役員賞与引当金繰入額 35 〃 

 退職給付費用 438 〃 

 役員退職慰労引当金繰入額 79 〃 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

 運賃保管料 2,473百万円 

 貸倒引当金繰入額 36 〃 

 従業員給与賞与 9,804 〃 

 賞与引当金繰入額 932 〃 

 役員賞与引当金繰入額 12 〃 

 退職給付費用 664 〃 

 役員退職慰労引当金繰入額 64 〃 

※２ 販売費及び一般管理費、当期製造費用に含まれる研

究開発費 

※２ 販売費及び一般管理費、当期製造費用に含まれる研

究開発費 

販売費及び一般管理費 25百万円 

当期製造費用 221 〃 

 計 247百万円 

販売費及び一般管理費 28百万円 

当期製造費用  185 〃 

 計  213百万円 

 ３     ―――――――――――― ※３ 前期損益修正益の内容 

過年度賞与引当金繰入額超過額 36百万円 

その他  12 〃 

 計  49百万円 

※４ 固定資産売却益の内容 ※４ 固定資産売却益の内容 

建物及び構築物 81百万円 

工具、器具及び備品 1 〃 

土地 702  〃 

(無形固定資産)その他 18 〃 

 計 803百万円 

建物及び構築物 0百万円 

機械装置及び運搬具 0 〃 

工具、器具及び備品 0 〃 

土地 129 〃 

 計 130百万円 

※５ 固定資産売却損の内容 ※５ 固定資産売却損の内容 

建物及び構築物 0百万円 

機械装置及び運搬具 1 〃 

工具、器具及び備品 0 〃 

 計 2百万円 

機械装置及び運搬具 0百万円 

工具、器具及び備品 1 〃 

 計 1百万円 

※６ 固定資産除却損の内容 ※６ 固定資産除却損の内容 

建物及び構築物 54百万円 

機械装置及び運搬具 19 〃 

工具、器具及び備品 10 〃 

ソフトウエア 0 〃 

 計 85百万円 

建物及び構築物 27百万円 

機械装置及び運搬具 14 〃 

工具、器具及び備品  9 〃 

 計 51百万円 

※７  部品交換損失151百万円に、部品交換損失引当金繰

入額143百万円が含まれております。 

 ７      ――――――――――――  

 ８      ――――――――――――   ※８  事業再編損220百万円に、事業再編損失引当金繰入

額128百万円が含まれております。 

  



前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

 ９     ――――――――――――   ※９  減損損失 

     当連結会計年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しております。 

 当社グループは、事業の種類別セグメントを基準と

して資産のグルーピングを行っておりますが、遊休

資産及び賃貸資産については独立したキャッシュ・

フローを生み出す単位としてそれぞれグルーピング

しております。 

 上記のとおり当連結会計年度において計上した減損

損失は、遊休資産及び賃貸資産に係るものでありま

す。 

 遊休資産については遊休状態にあり将来の使用が見

込まれていないため、また、賃貸資産については収

益性の低下等により投資額の回収が困難と見込まれ

るため、それぞれ帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(205百万円)として特別

損失に計上しております。 

 なお、土地の回収可能価額は正味売却価額により測

定し、固定資産税評価額により評価しております。

また、土地以外の回収可能価額は使用価値により測

定しております。  

場所  用途 種類 金額 

 群馬県太田市等   遊休資産 

 建物及び構築物・

機械装置及び運搬

具・工具、器具及

び備品  

192百万円

 千葉市若葉区  遊休資産  土地 5百万円

 大阪府枚方市  賃貸資産  土地 8百万円

 合計 205百万円

 10     ――――――――――――   ※10  期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。 

               179百万円 



前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加９千株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数(千株) 

当連結会計年度
増加株式数(千株) 

当連結会計年度 
減少株式数(千株) 

当連結会計年度末
株式数(千株) 

発行済株式         

普通株式  239,487  ―  ―  239,487

合計  239,487  ―  ―  239,487

自己株式         

普通株式（注）  10,033  9  0  10,041

合計  10,033  9  0  10,041

  
(決議) 

株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日

平成19年６月20日 
定時株主総会 

普通株式  573  2.50 平成19年３月31日 平成19年６月21日 

平成19年11月９日 
取締役会 

普通株式  573  2.50 平成19年９月30日 平成19年12月７日 

  
(決議) 

株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

配当の原資
１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日

平成20年６月20日 
定時株主総会 

普通株式  573 利益剰余金  2.50 平成20年３月31日 平成20年６月23日



当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加1,529千株は、取締役会決議による自己株式取得による増加1,519千株、

           単元未満株式の買取請求による増加10千株であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少４千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  次のとおり、決議を予定しております。 

  

  

  
前連結会計年度末
株式数(千株) 

当連結会計年度
増加株式数(千株) 

当連結会計年度 
減少株式数(千株) 

当連結会計年度末
株式数(千株) 

発行済株式         

普通株式  239,487     ―     ―  239,487

合計  239,487     ―     ―  239,487

自己株式         

普通株式（注）  10,041  1,529  4  11,566

合計  10,041  1,529  4  11,566

  
(決議) 

株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日

平成20年６月20日 
定時株主総会 

普通株式  573  2.50 平成20年３月31日 平成20年６月23日 

平成20年11月７日 
取締役会 

普通株式  573  2.50 平成20年９月30日 平成20年12月５日 

  
(決議) 

株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

配当の原資
１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日

平成21年６月25日 
定時株主総会 

普通株式  284 利益剰余金  1.25 平成21年３月31日 平成21年６月26日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

(平成20年３月31日現在) 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

(平成21年３月31日現在) 

  

現金及び預金勘定 6,181百万円

有価証券勘定 3,498 〃 

計 9,679百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△34 〃 

現金及び現金同等物 9,645百万円

現金及び預金勘定 7,983百万円

有価証券勘定 2,499 〃 

計 10,482百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△340 〃 

現金及び現金同等物 10,142百万円



  

（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。 

  

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円) 

賃貸用資産  1,990  1,139 851

機械装置及び 
運搬具  24  15 9

工具、器具及び 
備品  362  180 182

ソフトウエア  255  107 148

合計  2,633  1,442 1,190

１年内    624百万円

１年超 612 〃 

 合計 1,237百万円

支払リース料      876百万円

減価償却費相当額 841 〃 

支払利息相当額 33 〃 

１ ファイナンス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 (借主側) 

 ① リース資産の内容 

  有形固定資産 

主として、介護福祉用具事業におけるレンタル資産

（賃貸用資産）であります。 

 ② リース資産の減価償却の方法 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
  
  なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっており、その内容は次のとおりであり

ます。 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高

相当額 
(百万円) 

賃貸用資産  1,175  789 385

機械装置及び

運搬具  18  14 3

工具、器具及び

備品  297  173 123

ソフトウエア  234  139 95

合計  1,725  1,115 609

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 394百万円

１年超 250 〃 

 合計 645百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 677百万円

減価償却費相当額 637 〃 

支払利息相当額 26 〃 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。 

  



前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(貸主側) 

未経過リース料期末残高相当額  

(注) 上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未経

過リース料期末残高相当額であります。 

なお、借主側の残高相当額は同一であります。 

１年内 0百万円

１年超 1 〃 

 合計 1百万円

(貸主側) 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。  

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

未経過リース料 

  

１年内  4百万円

１年超  8 〃 

 合計   12百万円

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

未経過リース料 

  

１年内  4百万円

１年超  5 〃 

 合計   9百万円

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

(減損損失について) 

同左 



  

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 

(繰延税金資産)     

賞与引当金 518百万円

退職給付引当金 1,913 〃 

役員退職慰労引当金 191 〃 

減損損失 332 〃 

繰越欠損金 616 〃 

たな卸資産(製商品)評価損 147 〃 

その他 572 〃 

繰延税金資産小計 4,291百万円

評価性引当額 △371 〃 

繰延税金資産合計 3,919百万円

(繰延税金負債)  

固定資産圧縮記帳積立金 △435百万円

その他有価証券評価差額金 △65 〃 

その他 △9 〃 

繰延税金負債合計 △510百万円

繰延税金資産の純額 3,409百万円

流動資産―繰延税金資産 884百万円

固定資産―繰延税金資産 2,527百万円

流動負債―繰延税金負債 △0百万円

固定負債―繰延税金負債 △2百万円

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 

(繰延税金資産)     

賞与引当金    472百万円

退職給付引当金     1,779 〃 

役員退職慰労引当金  165 〃 

減損損失  318 〃 

繰越欠損金 1,518 〃 

たな卸資産評価損  194 〃 

その他  748 〃 

繰延税金資産小計 5,197百万円

評価性引当額  △1,465 〃 

繰延税金資産合計     3,731百万円

(繰延税金負債)  

固定資産圧縮記帳積立金    △416百万円

その他有価証券評価差額金  △1 〃 

その他  △0 〃 

繰延税金負債合計    △417百万円

繰延税金資産の純額     3,313百万円

流動資産―繰延税金資産    853百万円

固定資産―繰延税金資産     2,461百万円

流動負債―繰延税金負債    △0百万円

固定負債―繰延税金負債   △0百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.6％

(調整)  

受取配当金等の益金不算入額 △1.3％

交際費等の損金不算入額 4.5％

住民税均等割額 6.4％

欠損会社の税効果未認識額 4.7％

評価性引当額 9.3％

未実現利益消去に係る税効果 
調整額 

10.4％

その他 △0.6％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

74.2％

法定実効税率  40.6％

(調整)  

受取配当金等の益金不算入額  4.1％

交際費等の損金不算入額  △8.2％

住民税均等割額  △16.2％

評価性引当額  △160.1％

未実現利益消去に係る税効果 
調整額 

△5.1％

連結消去に係る税効果調整額 6.3％

その他  2.4％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

 △136.2％



前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

 (注) １ 事業の種類の区分方法 

事業は製商品の種類、性質、販売市場及び販売形態の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分の主な製商品及び事業の内容 

(1) 家具インテリア事業……ベッド・家具類・寝装品等の製造・仕入及び卸売 

(2) 介護福祉用具事業………療養ベッド・福祉用具・リネン等の製造・仕入、レンタル・小売及び卸売 

(3) 不動産賃貸事業…………不動産の賃貸 

(4) その他事業………………装身具・日用品雑貨・健康機器等の仕入及び小売、広告・展示会設営 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(855百万円)の主なものは、連結財務諸表提

出会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(9,814百万円)の主なものは、連結財務諸表提出会社の余

資運用資金(現金及び預金)及び総務部門等管理部門に係る資産等であります。 

５ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」（会計方針の変更）に記載のとおり、連結財務諸表提

出会社及び国内連結子会社は、有形固定資産の減価償却の方法を定率法から定額法に変更しております。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、「家具インテリア事業」の営業費用及び営業損失は

それぞれ103百万円減少、「介護福祉用具事業」の営業費用は137百万円減少、営業利益は同額増加、「不動

産賃貸事業」の営業費用は31百万円減少、営業利益は同額増加、「その他事業」の営業費用及び営業損失は

それぞれ７百万円減少、「消去又は全社」の営業費用は１百万円減少、営業利益は同額増加しております。

また、「家具インテリア事業」の減価償却費が114百万円、「介護福祉用具事業」の減価償却費が137百万

円、「不動産賃貸事業」の減価償却費が31百万円、「その他事業」の減価償却費が７百万円及び「消去又は

全社」が１百万円少なく計上されております。 

６ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」（追加情報）に記載のとおり、平成19年３月31日以前

に取得した資産のうち、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比較して、「家具インテリア事業」の営業費用及び営業損失はそれぞ

れ45百万円増加、「介護福祉用具事業」の営業費用は11百万円増加、営業利益は同額減少、「不動産賃貸事

業」の営業費用は２百万円増加、営業利益は同額減少、「その他事業」の営業費用及び営業損失はそれぞれ

０百万円増加しております。また、「家具インテリア事業」の減価償却費が51百万円、「介護福祉用具事

業」の減価償却費が11百万円、「不動産賃貸事業」の減価償却費が２百万円及び「その他事業」の減価償却

費が０百万円多く計上されております。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
家具インテ 
リア事業 
(百万円) 

介護福祉
用具事業 
(百万円) 

不動産
賃貸事業 
(百万円) 

その他
事業 

(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益                                         

売上高                                         

(1) 外部顧客に対する売上高  31,015  23,293  180  5,902  60,391  ―  60,391

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 808  25  237  988  2,059 (2,059)  ―

計  31,823  23,319  417  6,890  62,451 (2,059)  60,391

営業費用  31,995  21,780  155  6,914  60,846 (2,153)  58,692

営業利益又は営業損失(△)  △171  1,538  262  △23  1,605  93  1,699

Ⅱ 資産、減価償却費及び  

資本的支出 
                                         

資産  37,276  18,853  2,285  4,234  62,650 (657)  61,992

減価償却費  299  1,403  68  24  1,795  15  1,810

資本的支出  346  2,414  11  32  2,805 5   2,811



７ 事業区分の変更 

従来、不動産の賃貸に係る事業は、「その他事業」に含めて表示しておりましたが、当該事業の営業利益の

絶対値が営業利益の生じているセグメントの営業利益の合計額の絶対値の10％以上となったため、当連結会

計年度から「不動産賃貸事業」として区分掲記することに変更いたしました。 

この結果、従来の方法によった場合に比較して、「その他事業」について売上高は417百万円（うち、外部顧

客に対する売上高は180百万円）、営業利益は262百万円、資産は2,285百万円、減価償却費は68百万円、資本

的支出は11百万円それぞれ減少し、「不動産賃貸事業」においてそれぞれ同額計上しております。 

なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分する

と次のようになります。 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)  

  

  
家具インテ 
リア事業 
(百万円) 

介護福祉
用具事業 
(百万円) 

不動産
賃貸事業 
(百万円) 

その他
事業 

(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益                                         

売上高                                         

(1) 外部顧客に対する売上高  33,846  25,428  214  6,716  66,205  ―  66,205

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 616  22  184  435  1,259 (1,259)  ―

計  34,462  25,451  399  7,151  67,464 (1,259)  66,205

営業費用  33,828  22,924  176  7,041  63,971 (1,356)  62,615

営業利益  634  2,526  222  109  3,493  96  3,590

Ⅱ 資産、減価償却費、 

減損損失及び資本的支出 
                                         

資産  40,089  19,511  2,045  4,684  66,331 (829)  65,501

減価償却費  377  1,397  84  33  1,893 (17)  1,876

減損損失  ―  2  ―  ―  2  ―  2

資本的支出  327  2,244  7  57  2,637 (7)  2,630



当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

 (注) １ 事業の種類の区分方法 

事業は製商品の種類、性質、販売市場及び販売形態の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分の主な製商品及び事業の内容 

(1) 家具インテリア健康事業…ベッド・家具類・寝装品等の製造・仕入及び卸売 

(2) 介護福祉用具事業…………療養ベッド・福祉用具・リネン等の製造・仕入、レンタル・小売及び卸売 

(3) 不動産賃貸事業……………不動産の賃貸 

(4) その他事業…………………装身具・日用品雑貨・健康機器等の仕入及び小売、広告・展示会設営 

３ 事業の種類別セグメント名称の変更 

  当連結会計年度より、従来の「家具インテリア事業」を「家具インテリア健康事業」に名称変更しておりま

す。 

  なお、変更は名称のみでありますので、これによるセグメント情報に与える影響はありません。 

４ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(873百万円)の主なものは、連結財務諸表提

出会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

５ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(10,936百万円)の主なものは、連結財務諸表提出会社の

余資運用資金(現金及び預金)及び総務部門等管理部門に係る資産等であります。 

６ 会計方針の変更 

  （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

   「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(1) に記載のとおり、当連結会計年度より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、「家具インテリア健康事業」で営業損失が４百万円

増加し、「介護福祉用具事業」で営業利益が64百万円減少しております。 

  

家具 
インテリア
健康事業 
(百万円) 

介護福祉
用具事業 
(百万円) 

不動産
賃貸事業 
(百万円) 

その他
事業 

(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益                                         

売上高                                         

(1) 外部顧客に対する売上高  26,083  22,977  146  4,971  54,179     ―  54,179

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 760  27  258  664  1,711 (1,711)     ― 

計  26,843  23,005  405  5,635  55,890 (1,711)  54,179

営業費用  28,115  21,757  153  5,898  55,924 (1,819)  54,105

営業利益又は営業損失(△)  △1,271  1,247  252  △262  △34  108  74

Ⅱ 資産、減価償却費、 

  減損損失及び資本的支出 
                                         

資産  33,509  19,336  2,202  3,648  58,696  1,287  59,984

減価償却費  371  1,581  75  28  2,056     (2)  2,054

減損損失   192  5  8     ―  205 ―   205

資本的支出  262  2,737  10  12  3,022  0  3,022



  

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。 

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

  

 (注) １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１株当たり純資産額 178.15円 １株当たり純資産額  165.58円 

１株当たり当期純利益金額 1.91円 １株当たり当期純損失金額     7.05円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失 (△) 
(百万円) 

 439  △1,615

普通株主に帰属しない金額(百万円)  ―     ― 

普通株式に係る当期純利益 
又は当期純損失 (△)(百万円) 

 439  △1,615

期中平均株式数(千株)  229,448  228,869



  

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

子会社の合併 

 平成20年４月25日開催の当社取締役会において、当社の

連結子会社であるフランスベッド株式会社が、連結子会社

であるフランスベッドメディカルサービス株式会社を吸収

合併することを決議し、同日、フランスベッド株式会社と

フランスベッドメディカルサービス株式会社との間で合併

契約書を締結いたしました。  

子会社の行う企業結合の主要条件は合意されたが、連結決

算日までに企業結合が完了していない事項 

 平成20年４月25日開催の当社取締役会において、当社の

連結子会社であるフランスベッド株式会社が、連結子会社

であるフランスベッドメディカルサービス株式会社を吸収

合併することを決議し、同日、フランスベッド株式会社と

フランスベッドメディカルサービス株式会社との間で合併

契約書を締結いたしました。  

１ 合併の目的 

 当社グループにおいて、フランスベッド株式会社は家

具インテリア事業の中核会社として、主に家庭用ベッド

の製造及び卸売業を営み、一方、フランスベッドメディ

カルサービス株式会社は介護福祉用具事業の中核会社と

して、主に介護用ベッド等の福祉用具のレンタル事業を

営んでおります。 

 両社はこれまでそれぞれの独自性を保ちつつ、経営の

効率化、健全化、体質強化によって株主価値の最大化を

目指すことを目的に、グループ事業運営の一体化を進め

てまいりました。今後、当社グループが更に発展するた

めには、 

１ 合併の目的 

 当社グループにおいて、フランスベッド株式会社は家

具インテリア事業の中核会社として、主に家庭用ベッド

の製造及び卸売業を営み、一方、フランスベッドメディ

カルサービス株式会社は介護福祉用具事業の中核会社と

して、主に介護用ベッド等の福祉用具のレンタル事業を

営んでおります。 

 両社はこれまでそれぞれの独自性を保ちつつ、経営の

効率化、健全化、体質強化によって株主価値の最大化を

目指すことを目的に、グループ事業運営の一体化を進め

てまいりました。今後、当社グループが更に発展するた

めには、 

(1) 将来成長が見込まれる介護福祉用具事業分野に、グ

ループが保有する経営資源を集中し有効活用を図っ

ていくこと。 

(1) 将来成長が見込まれる介護福祉用具事業分野に、グ

ループが保有する経営資源を集中し有効活用を図っ

ていくこと。 

(2) 経営体制を簡素化し迅速な意思決定を行っていくこ

と。 

(2) 経営体制を簡素化し迅速な意思決定を行っていくこ

と。 

(3) 効率的な業務執行体制を構築すること。 

が必要であることから、今般、両社を合併することとい

たしました。 

 今回の合併により、介護福祉用具事業においては、メ

ーカー機能が一体化することで、マーケットと直結した

顧客満足度の高い商品開発を進め、業界トップクラスの

商品とサービスを提供してまいります。また、家具イン

テリア事業においても、人員配置の見直しを行い、効率

的な生産体制及び営業体制を構築するとともに、高齢社

会に対応した商品開発に注力し、輸出を中心とした海外

事業を強化していくことにより、収益力の回復を目指し

てまいります。 

(3) 効率的な業務執行体制を構築すること。 

が必要であることから、今般、両社を合併することとい

たしました。 

 今回の合併により、介護福祉用具事業においては、メ

ーカー機能が一体化することで、マーケットと直結した

顧客満足度の高い商品開発を進め、業界トップクラスの

商品とサービスを提供してまいります。また、家具イン

テリア健康事業においても、人員配置の見直しを行い、

効率的な生産体制及び営業体制を構築するとともに、高

齢社会に対応した商品開発に注力し、輸出を中心とした

海外事業を強化していくことにより、収益力の回復を目

指してまいります。 

２ 合併の期日  

 平成21年４月１日 

２ 合併の期日  

 平成21年４月１日 

３ 合併の方法 

 フランスベッド株式会社を存続会社とする吸収合併方

式とし、フランスベッドメディカルサービス株式会社は

解散いたします。 

３ 合併の方法 

 フランスベッド株式会社を存続会社とする吸収合併方

式とし、フランスベッドメディカルサービス株式会社は

解散いたします。 

４ 合併による新株の割当等 

 フランスベッド株式会社及びフランスベッドメディカ

ルサービス株式会社の２社は、いずれも当社の100％子

会社であることから、合併による新株式の発行及び合併

交付金の支払はありません。 

４ 合併による新株の割当等 

 フランスベッド株式会社及びフランスベッドメディカ

ルサービス株式会社の２社は、いずれも当社の100％子

会社であることから、合併による新株式の発行及び合併

交付金の支払はありません。 

５ 合併後の資本金の額 

 合併後の資本金の額は、5,604百万円であります。 

５ 合併後の資本金の額 

 合併後の資本金の額は、5,604百万円であります。 



  

 有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション等、企業結合等、関連当事者情報に関する注記事

項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略いたします。 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

６ 財産の引継 

 合併期日においてフランスベッド株式会社はフランス

ベッドメディカルサービス株式会社の資産、負債及び権

利義務の一切を引き継ぎます。 

６ 財産の引継 

 合併期日においてフランスベッド株式会社はフランス

ベッドメディカルサービス株式会社の資産、負債及び権

利義務の一切を引き継ぎます。 

７ 合併当事会社の概要 ７ 合併当事会社の概要 

（平成20年３月31日現在） （平成21年３月31日現在）  

   

(１) 商号  
  
  

フランスベッド株式会

社（存続会社） 
  

フランスベッドメディ

カルサービス株式会社

（消滅会社）  

(２) 事業内容 
  
  
  

ベッド・家具類・寝装

品等の製造・仕入及び

卸売 
  

療養ベッド・福祉用

具・リネン等の製造・

仕入、レンタル・小売

及び卸売  

(３) 設立年月

日 
昭和21年６月５日

  
昭和38年４月25日

  

(４) 本店所在

地 
東京都昭島市中神町

1148番地５ 
東京都新宿区百人町

一丁目25番１号 

(５) 代表者 
  

代表取締役社長

池田 茂 
代表取締役社長

星川 光太郎 

(６) 資本金 5,604百万円 180百万円 

(７) 発行済株

式総数 
91,580千株 
  

360千株 
  

(８) 売上高 34,156百万円 20,428百万円

(９) 当期純利

益又は当

期純損失 

△409百万円 
  
  

1,362百万円

  
  

(10) 純資産 30,345百万円 9,676百万円

(11) 総資産 38,865百万円 17,442百万円

(12) 決算期 ３月31日 ３月31日 

(13) 従業員数 913人 616人 

(１) 商号 

  
  

フランスベッド株式会

社（存続会社） 
  

フランスベッドメディ

カルサービス株式会社

（消滅会社）  

(２) 事業内容

  
  
  

ベッド・家具類・寝装

品等の製造・仕入及び

卸売 
  

療養ベッド・福祉用

具・リネン等の製造・

仕入、レンタル・小売

及び卸売  

(３) 設立年月

日 
昭和21年６月５日 
  

昭和38年４月25日

  

(４) 本店所在

地 
東京都昭島市中神町

1148番地５ 
東京都新宿区百人町

一丁目25番１号 

(５) 代表者

  
代表取締役社長

池田 茂 
代表取締役社長

星川 光太郎 

(６) 資本金 5,604百万円 180百万円 

(７) 発行済株

式総数 
91,580千株

  
360千株 
  

(８) 売上高 29,528百万円 20,427百万円

(９) 当期純利

益又は当

期純損失 

△1,711百万円

  
  

545百万円 
  
  

(10) 純資産 27,935百万円 9,444百万円

(11) 総資産 34,817百万円 18,440百万円

(12) 決算期 ３月31日 ３月31日 

(13) 従業員数 840人 653人 

（開示の省略）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,316 6,628

有価証券 3,498 2,499

前払費用 43 42

繰延税金資産 23 17

関係会社短期貸付金 4,650 4,400

その他 217 217

流動資産合計 12,749 13,805

固定資産   

有形固定資産   

建物 9 9

減価償却累計額 △3 △4

建物（純額） 6 5

車両運搬具 8 8

減価償却累計額 △5 △6

車両運搬具（純額） 2 1

工具、器具及び備品 1 1

減価償却累計額 △0 △1

工具、器具及び備品（純額） 0 0

有形固定資産合計 9 7

無形固定資産   

ソフトウエア 5 3

無形固定資産合計 5 3

投資その他の資産   

関係会社株式 43,279 43,161

破産更生債権等 － 306

長期前払費用 0 0

繰延税金資産 47 221

長期預金 1,500 1,200

その他 138 127

貸倒引当金 － △306

投資その他の資産合計 44,965 44,709

固定資産合計 44,981 44,721

繰延資産   

社債発行費 － 21

繰延資産合計 － 21

資産合計 57,730 58,547



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 5,275 5,275

未払金 70 86

未払費用 64 64

未払法人税等 29 25

未払消費税等 5 7

前受金 0 0

関係会社預り金 10,017 9,237

賞与引当金 27 23

役員賞与引当金 17 －

債務保証損失引当金 － 10

その他 4 4

流動負債合計 15,512 14,735

固定負債   

社債 － 1,550

長期借入金 － 450

役員退職慰労引当金 116 107

固定負債合計 116 2,107

負債合計 15,628 16,842

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,000 3,000

資本剰余金   

資本準備金 750 750

その他資本剰余金 38,892 38,891

資本剰余金合計 39,642 39,641

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 2,410 2,213

利益剰余金合計 2,410 2,213

自己株式 △2,952 △3,150

株主資本合計 42,101 41,705

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 0 0

評価・換算差額等合計 0 0

純資産合計 42,101 41,705

負債純資産合計 57,730 58,547



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業収益   

受取配当金 1,359 1,257

経営指導料 781 826

業務代行料 174 146

営業収益合計 2,316 2,230

一般管理費 935 950

営業利益 1,380 1,279

営業外収益   

受取利息 102 99

有価証券利息 29 23

受取手数料 37 36

その他 3 5

営業外収益合計 173 164

営業外費用   

支払利息 121 114

社債利息 － 0

社債発行費償却 － 0

支払手数料 37 36

その他 0 1

営業外費用合計 159 153

経常利益 1,395 1,290

特別利益   

前期損益修正益 5 3

特別利益合計 5 3

特別損失   

前期損益修正損 0 0

関係会社貸倒引当金繰入額 － 306

関係会社株式評価損 － 118

債務保証損失引当金繰入額 － 10

特別損失合計 0 436

税引前当期純利益 1,400 857

法人税、住民税及び事業税 102 75

法人税等調整額 △7 △167

法人税等合計 95 △92

当期純利益 1,305 949



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,000 3,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,000 3,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 750 750

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 750 750

その他資本剰余金   

前期末残高 38,892 38,892

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 38,892 38,891

資本剰余金合計   

前期末残高 39,642 39,642

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 39,642 39,641

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 2,253 2,410

当期変動額   

剰余金の配当 △1,147 △1,147

当期純利益 1,305 949

当期変動額合計 157 △197

当期末残高 2,410 2,213

利益剰余金合計   

前期末残高 2,253 2,410

当期変動額   

剰余金の配当 △1,147 △1,147

当期純利益 1,305 949

当期変動額合計 157 △197

当期末残高 2,410 2,213



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △2,950 △2,952

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △199

自己株式の処分 0 1

当期変動額合計 △1 △198

当期末残高 △2,952 △3,150

株主資本合計   

前期末残高 41,945 42,101

当期変動額   

剰余金の配当 △1,147 △1,147

当期純利益 1,305 949

自己株式の取得 △1 △199

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 156 △396

当期末残高 42,101 41,705

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △0 0

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 0

当期変動額合計 0 0

当期末残高 0 0

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △0 0

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 0

当期変動額合計 0 0

当期末残高 0 0

純資産合計   

前期末残高 41,945 42,101

当期変動額   

剰余金の配当 △1,147 △1,147

当期純利益 1,305 949

自己株式の取得 △1 △199

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 0

当期変動額合計 156 △396

当期末残高 42,101 41,705



 該当事項はありません。 

   

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況



(1）役員の異動 

① 担当の異動（平成21年４月１日付） 

   取締役企画グループ担当 竹中正史（現 海外事業グループ担当）  

  

   なお、平成20年６月20日開催の定時株主総会において補欠監査役に選任された大塚忠氏の選任の効力は平成21

年６月25日開催予定の第６期定時株主総会が開催されるまでの間とされておりますので、あらためて補欠監査役

１名を選任する予定です。 

     補欠監査役候補は下記のとおりです。 

      大塚 忠（現 東京海上日動コーポレーション株式会社取締役社長） 

          （現 日本ＦＡＮ倶楽部株式会社取締役社長） 

  

(2）その他 

 該当事項はありません。 

  

６．その他
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